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第１ 平成１８年度官庁営繕関係予算の概要 
１．基本的考え方 

官庁施設の整備にあたっては、急激な老朽化が見込まれる既存ストックの有効

活用を図りつつ、災害に対する安全の確保、地球環境問題及び少子・高齢化対策

等の政策課題に的確に対応することが課題となっている。 
特に、防災対策による国民の安全・安心の確保（防災・減災等による安全社会

の確立）は政府の基本的責務であり、首都直下地震などの大規模地震対策として

地域の防災拠点となる公共施設の耐震化を推進することが重要である。 

  
このため、平成１８年度においては、「平成１８年度予算編成の基本方針」に

沿って「重点４分野」への重点化・効率化を図ることとし、地震防災対策として

官庁施設の耐震安全性の確保、地球温暖化対策、バリアフリー化等の施策に重点

をおいて計画的な施設整備を推進する。 
また、保全の適正化を含むストック有効活用に向けた取組を積極的に推進する

とともに、総合的なコスト縮減や事業評価の充実、成果重視の事業展開など、営

繕事業の合理化、効率化等を推進する。 

官庁施設における防災拠点施設の重要性

災害応急対策活動（国の機関の場合）

中央官庁

ブロックの出先機関

支援
情報

情報 支援

地震発生に伴う
インフラの被害

機
能
確
保
の

た
め
の
対
応

的確かつ迅速な被災地支援のためには、官庁施設の耐震性の確保が重要

被災地（出先機関）からの状況報告

防災拠点施設としての機能の確保

・災害時の情報収集・指令

・二次災害に対する警報の発令

・災害復旧対策の立案、実施 等

被災地の出先機関

直
接
的

支
援

情
報
収
集

被災地内の
市民、企業、
帰宅困難者

道路、鉄道、
電気、通信、
上下水道、
ガス など

-2-



２．官庁営繕関係予算総括表
（単位：百万円）

区 分 １８年度予算額 前年度予算額 倍 率

（Ａ） （Ｂ） (Ａ／Ｂ)

（ 一 般 会 計 ）

官 庁 営 繕 費 ２３，６６７ ２３，８３３ ０．９９

・中央官庁庁舎 １０５ １０５ １．００

・合 同 庁 舎 １０，７５３ １２，１５２ ０．８８

・一 般 庁 舎 ２０２ ５０９ ０．４０

・施設特別整備 １０，７３４ ９，１７５ １．１７

耐震改修 ４，５００ ２，８００ １．６１

バリアフリー改修 １，０００ １，１００ ０．９１

グリーン改修 ２，４００ ２，５００ ０．９６

一般改修 ２，８３４ ２，７７５ １．０２

・附 帯 事 務 費 １，８７３ １，８９２ ０．９９

（特定国有財産整備特別会計）

特定国有財産整備費 ０ ５３０ －

計 ２３，６６７ ２４，３６３ ０．９７

（ 一 般 会 計 ）

行 政 経 費 ２５３ ２３３ １．０９

合 計 ２３，９２０ ２４，５９６ ０．９７

（単位：百万円）《重点４分野への重点化 （官庁営繕費）》

区 分 １８年度予算額

重 点 ４ 分 野 合 計 １９，９７６

【 全体に占めるシェア 】 【８４．４％】

個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方 １２，９４３

公平で安心な高齢化社会・少子化対策 １，１０８

循環型社会の構築・地球環境問題への対応 ５，９２５
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第２ 主 要 事 項

１． 個性と工夫に満ちた魅力ある都市と地方

【安全・安心の確保に資する防災拠点施設等の整備の推進】

安全で安心できる国民生活の実現に資するため、大規模地震発生時に、官庁

施設がその機能を十分に発揮できるよう、構造体のみならず設備、非構造部材

も含めた建築物全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点施設の整

備を推進する。

特に、中央官庁庁舎をはじめとして、大規模地震発生時に災害応急対策活

動の拠点となる防災拠点官庁施設のうち、緊急に耐震化が必要な施設につい

て耐震改修を一層推進する｡

＜ 地震対策の推進 ＞

災害対策の中枢機能を担う拠点的庁舎等の耐震改修を推進 ４５億円

《官庁営繕事業》

［Ⅱ期］九段第３合同庁舎 那覇第２地方合同庁舎

高松地方合同庁舎 横浜地方気象台

［増築］福岡第１地方合同庁舎

【防災拠点施設のイメージ】 【耐震改修の事例】

 

災害対策本部機能を持つ 
防災センターの整備 

ライフライン途絶時の建

築設備機能の維持 

 
活動通路の確保 

活動拠点室等の耐震性能の確保 

事務室 

情報通信室 

防災センター 

防災無線 

高架水槽 

自自家家発発電電気気室室等等  

ヘリポート 

目標の高い耐震安全性を確保

する免震・制振技術の採用 

壁厚増打 耐震ブレース増設壁厚増打 耐震ブレース増設
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【中央合同庁舎第７号館等のＰＦＩ方式による整備の推進】

民間の資金・経営能力等のノウハウを利用して低廉・良質な公共サービスの

提供と民間の事業機会の創出を図るＰＦＩ事業により、中央合同庁舎第７号館

及び九段第３合同庁舎の整備を実施している。平成15年度に事業契約を締結し、

現在工事施工中であるが、平成18年度は、引き続いて工事施工に係るサーベイ

ランス（業績監視）等の実施により、ＰＦＩ事業の適切な推進を図る。

《民間資金等活用官庁営繕事業》

○ＰＦＩ事業実施にかかるサーベイランス（業績監視）等の実施

・工事施工にかかる業績監視、指導、調整

・協定等の義務履行状況及び財務状況の確認等

【中 央 合 同 庁 舎 第 ７ 号 館 イ メ ー ジ パ ー ス】

＜中央合同庁舎第７号館＞
・事業計画地

千 代 田 区 霞 が 関 ３ 丁 目
・事業期間

平成１５年度～平成３３年度
・入居官署

文部科学省、会計検査院、金融庁
・国の機関の床面積

約１９万㎡
・延床面積

約２５万㎡(民間権利床等を含む)
・建物階数

官庁棟地上３３階 地下２階・
官民棟地上３８階 地下３階・

【九 段 第 3 合 同 庁 舎 イ メ ー ジ パ ー ス】

＜九段第３合同庁舎･千代田区役所本庁舎＞
・事業計画地

千 代 田 区 九 段 南 １ 丁 目
・事 業 期 間

平成１５年度～平成３２年度
・入 居 官 署

総務省関東総合通信局等６官署
・国の機関の床面積･

約３万６千㎡
・延床面積

約６万㎡(千代田区役所を含む)
・建物階数

地上２３階 地下３階・
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県総合庁舎

市情報センター

民間施設

シンボルロード

浜松地方合同庁舎

裁判所

【地域のまちづくりに寄与する官庁施設の整備の推進】

地域の特色や創意工夫を生かしつつ都市拠点の形成、良好な市街地

環境の形成を図るため、シビックコア地区における官庁施設等地域の

まちづくりに寄与する官庁施設の整備を推進する。

（１）官公庁施設と民間建築物が連携したシビックコア地区における中核
施設となる官庁施設

（２）中心市街地の活性化等に資する官庁施設
（３）地域の歴史・文化を育む、観光振興に寄与する官庁施設

《官庁営繕事業》

廿日市地方合同庁舎(新規) 高松地方合同庁舎･････
［Ⅱ期］ ［増築］･････旭川地方合同庁舎 福岡第１地方合同庁舎

［Ⅱ期］下館地方合同庁舎 那覇第２地方合同庁舎
浜松地方合同庁舎 横浜地方気象台････

シビックコア地区における官庁施設の整備

サンポート高松シビックコア地区 那覇新都心シビックコア地区

中心市街地の活性化等に資する官庁施設の整備 歴史・文化を育む官庁施設の整備

浜松中心市街地活性化区域 横浜地方気象台

 

シンボルタワーシンボルタワー

旅客ターミナルビル旅客ターミナルビル

民間施設民間施設

JR高松駅JR高松駅

高松地方合同庁舎高松地方合同庁舎

シンボルタワーシンボルタワー

旅客ターミナルビル旅客ターミナルビル

民間施設民間施設

JR高松駅JR高松駅

高松地方合同庁舎高松地方合同庁舎
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 ２． 公平で安心な高齢化社会・少子化対策                            
 

    【官庁施設のバリアフリー化の推進】                                   

        

高齢者、身障者等すべての人が円滑かつ快適に施設を利用できるようユ

ニバーサルデザインの考え方を踏まえ、窓口業務を行う官庁施設のバリア

フリー化を推進する。                    
 

   （１）高度なバリアフリー化の推進 
窓口業務を行う事務室の出入口への自動ドア、多機能トイレの設置等

による高度なバリアフリー化を目指した官庁施設の整備            
                                             

    （２）窓口業務を行う官署が入居する既存官庁施設のバリアフリー化の推進  
        ・既存低層庁舎へのエレベーターの設置   

    ・自動扉、スロープ等の設置 
 

      

《官庁営繕事業》 

 
･   廿日市地方合同庁舎（新規）       浜松地方合同庁舎       ･  

旭川地方合同庁舎[Ⅱ期]              高松地方合同庁舎       
九段第３合同庁舎                   福岡第１地方合同庁舎[増築]   
下館地方合同庁舎                   那覇第２地方合同庁舎[Ⅱ期]    

    

    〈高度なバリアフリー化のイメージ〉           〈既存低層庁舎へのエレベーターの設置〉
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３．循環型社会の構築・地球環境問題への対応

【グリーン庁舎の整備等の推進】

京都議定書目標達成計画(平成 年 月)における建築物に係る二酸化17 4

炭素削減目標( 年度において 年度比 ％増の水準に抑制)等を踏2010 1990 15

、 、 、まえ 官庁施設について二酸化炭素排出量の削減を図るため 太陽光発電

複層ガラス、設備機器の効率化等の環境負荷低減技術を活用したグリーン

庁舎の整備を推進するともに、既存官庁施設について、グリーン診断結果

に基づき、計画的なグリーン改修を推進する。

なお、環境対策については 「官庁施設における環境負荷低減プログラ、

ム （平成 年 月）に基づき、グリーン診断・改修の推進等の地球環境」 17 6

問題への対応をはじめとして、循環型社会の形成に資する環境に優しい建

築資材の活用、良好な生活環境の形成に貢献する有害化学物質対策等、総

合的なグリーン化施策を推進する。

《官庁営繕事業》

廿日市地方合同庁舎(新規） 高松地方合同庁舎

［Ⅱ期］ ［増築］旭川地方合同庁舎 福岡第１地方合同庁舎

［Ⅱ期］九段第３合同庁舎 那覇第２地方合同庁舎

下館地方合同庁舎 横浜地方気象台

浜松地方合同庁舎

グリーン庁舎イメージ図

自然エネルギーの利用

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

照明制御

昼光

・雨水利用

・排水再利用
など

水資源の有効活用

・昼間の明るさを利用して、照明エ
ネルギーの削減を図る。

・高性能ガラス

・複層ガラス

・外断熱

高断熱化

・変風量制御
・変流量制御 など

搬送動力の削減

・高効率照明器具

・高効率変圧器など
・高効率熱源・落葉樹による日射のカット

・自然換気
・庇による日射のカット
・透水性舗装

750lx 750lx750lx

自然の活用等 主要機器の高効率化

など

・太陽光発電設備の採用

変圧器の損失比較

100

74
61

0

20

40

60

80

100

120

従来型（JIS）高効率型（JEM)超高効率型

損
失
(発

生
熱
量
)（
％
）

など

洗 面 ・ 手 洗

厨 房

湯 沸 室

便 所

浴 槽

グリーン庁舎イメージ図

自然エネルギーの利用

25%点灯 50%点灯 70%点灯

750lx

照明制御

昼光

・雨水利用

・排水再利用
など

水資源の有効活用

・昼間の明るさを利用して、照明エ
ネルギーの削減を図る。

・高性能ガラス

・複層ガラス

・外断熱

高断熱化

・変風量制御
・変流量制御 など

搬送動力の削減

・高効率照明器具

・高効率変圧器など
・高効率熱源・落葉樹による日射のカット

・自然換気
・庇による日射のカット
・透水性舗装

750lx 750lx750lx

自然の活用等 主要機器の高効率化

など

・太陽光発電設備の採用

変圧器の損失比較

100

74
61

0

20

40

60

80

100

120

従来型（JIS）高効率型（JEM)超高効率型

損
失
(発

生
熱
量
)（
％
）

など

洗 面 ・ 手 洗

厨 房

湯 沸 室

便 所

浴 槽
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第３ 事業の効率化・透明化等に向けた取組み

１．既存ストックの有効活用の推進

「骨太の方針」等において既存ストックの有効活用が求められる中、

国家機関の建築物は、今後、築後30年を超える施設が増大し、施設の

急激な老朽化が見込まれている。

官庁施設ストックの長期的耐用性の確保とライフサイクルコストの

低減を図り、その有効活用を推進するためには、施設の維持管理等を

行う保全業務の適正化と施設機能の回復、改善を図る修繕等の適切な

実施が急務となっている。

国家機関の建築物の保全については、「官公庁施設の建設等に関す

月る法律」（昭和２６年法律第１８１号）等が改正され、平成１７年６

に施行された。これにより建築物の点検義務が課されるなど、保全の

適正化にかかる制度の充実が図られたところである。

このため、建築物の点検に関する事項や保全基準を定めた上で、保全

業務の適正化と修繕等の施設整備の一体的実施を図るストックマネジメ

ント施策（官庁営繕のストック重視型施策）への重点的な取り組みにより、

既存官庁施設の有効活用を推進する。

一体的実施

保全・評価・整備の
一体化

ストックマネジメント施策の展開

・ストック耐用年数の延伸（長寿命化）

財産価値の保全、施設性能水準の確保

・ライフサイクルコストの縮減

コスト縮減、地球環境保全

・高度成長期の建築ストックの
比率の増大

→施設整備需要の増大

老朽化施設の増大既存ストックの有効
活用の要請

・骨太方針等→ストック活用

・官公法等改正→点検義務

保全の適正な実施

•総合的な施設評価
•保全業務の支援・指導の強化

修繕等の適切な実施

•不具合初期での効果的な修繕
•長期的な視点での修繕

国民の共有財産の有効活用

ストックマネジメント施策への取組

（官庁営繕のストック重視型施策の推進）

一体的実施

保全・評価・整備の
一体化

ストックマネジメント施策の展開

・ストック耐用年数の延伸（長寿命化）

財産価値の保全、施設性能水準の確保

・ライフサイクルコストの縮減

コスト縮減、地球環境保全

・高度成長期の建築ストックの
比率の増大

→施設整備需要の増大

老朽化施設の増大既存ストックの有効
活用の要請

・骨太方針等→ストック活用

・官公法等改正→点検義務

保全の適正な実施

•総合的な施設評価
•保全業務の支援・指導の強化

修繕等の適切な実施

•不具合初期での効果的な修繕
•長期的な視点での修繕

国民の共有財産の有効活用

ストックマネジメント施策への取組

（官庁営繕のストック重視型施策の推進）
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２．コスト縮減への取組み

従来からの工事コストの縮減に加え、規格等の見直し、設計の総

点検、技術提案の積極的活用、将来の維持管理費の縮減等の取組み

により、総合的なコストの縮減をめざす「コスト構造改革」を推進

する。

３．事業評価の推進

官庁営繕事業の効率性、透明性の向上を図るため、「国土交通省

政策評価基本計画」に基づき、新規事業にかかる緊急性、計画の妥

当性及び費用対効果を指標とする「新規事業採択時評価」及び事業

完了後一定期間を経過している事業にかかる「事後評価」の一層の

推進を図る。

４．他事業と連携した成果重視の施策等の推進

社会資本整備重点計画を踏まえ、官庁施設のバリアフリー化、防

災拠点官庁施設の耐震対策及びグリーン庁舎の整備等に関し、他事

業と連携した成果重視の施策展開を推進するとともに、各省庁との

連携による総合的なグリーン化施策や地方公共団体等との連携によ

るまちづくり施策を推進する。

５．官庁営繕事務の統一化

各省庁における施設整備にあたり統一的に適用する技術基準類に

ついて、「公共建築工事標準歩掛り」の改訂等、社会的状況の変化等

に対応した定期的な改訂や、技術基準類の充実を図ることにより、

官庁営繕事務の一層の合理化・効率化を推進する。
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第４ 調査検討経費（行政経費）

１.官庁施設の保全業務適正化経費

既存官庁施設の安全性の確保と長寿命化、ライフサイクルコスト

の縮減等により、ストックの有効活用を推進するため、保全業務の

標準化や支援、的確な修繕需要の把握などの保全業務の適正化に向

けた諸施策を実施する。

２.民間資金等活用事業に必要な経費

ＰＦＩ手法により整備する中央合同庁舎第７号館及び九段第３合同

庁舎について、民間の資金やノウハウを活用した低廉・良質なサービス

の提供等を推進するため、ＰＦＩ事業の実施にあたって必要なサーベイ

ランス（業績監視）等を行う。

３.大規模リニューアルの導入検討経費

既存施設を再生・転用することにより、既存ストックを最大限

に活用し、事業コストの削減を図る大規模リニューアルの導入を

検討する。

４.官庁施設における防犯性能の向上に資する施設計画手法の構築のための検討経費

官庁施設整備において、防犯性能の向上に資する諸室の配置計画や

防犯システム等について整理・検討を行い、施設計画手法の構築を

検討する。

５.官庁施設における耐震・防災改修の総合的促進手法検討経費

耐震・防災改修に関して新技術・新工法の円滑な導入方策や、

執務空間の機能を維持しつつ、より低いコストで所要の性能を確保

するための概略計画手法の構築を検討する。
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第５ 主 要 事 業 箇 所 等

（単位：百万円）

１ ９ 年 度
区 分 全 体 計 画 １８年度 構造・規模等

以 降

官 庁 営 繕 事 業

中央官衙地区整備費 － 105 －

（単位：百万円）

１ ９ 年 度
区 分 全 体 計 画 １８年度 構造・規模等

以 降

１.官 庁 営 繕 事 業

（ 地 方 合 同 ）

※ 廿 日 市 地 方 合 同 1,082 300 779 RC-4 4,351㎡
1,050国 庫 債 務 負 担 行 為

旭川地方合同 (Ⅱ期 ) 3,150 1,100 1,660 SRC-6-1 10,951㎡

下 館 地 方 合 同 1,398 644 － RC-5-1 4,969㎡

浜 松 地 方 合 同 5,249 1,470 3,223 S-11-2 19,403㎡

１．中央官庁庁舎

２．合 同 庁 舎
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（単位：百万円）

１ ９ 年 度
区 分 全 体 計 画 １８年度 構造・規模等

以 降

高 松 地 方 合 同 11,426 4,120 － S-13-2 31,175㎡

福岡第１地方合同(増築) 6,016 516 － SRC-10-1 17,943㎡

那覇第２地方合同(Ⅱ期) 4,945 2,000 2,165 SRC-12-1 16,199㎡

熊 本 地 方 合 同 － 131 － 埋 蔵 文 化 財 調査

計 － 10,281 － 1,050国 庫 債 務 負 担 行 為

２.民間資金等活用官庁営繕事業

九 段 第 ３ 合 同 8,444 498 7,946 S-23-3 35,600㎡

合 計 － 10,779 － 1,050国 庫 債 務 負 担 行 為

（注)１．※印は平成１８年度新規着手事業である。

２．凡 例 … RC-4：鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・地上4階建、SRC-6-1：鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造・地上6階・地下1階建、

S-11-2：鉄骨造・地上11階・地下2階建。
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（単位：百万円）

１ ９ 年 度
区 分 全 体 計 画 １ ８ 年 度 構造・規模等

以 降

官 庁 営 繕 事 業

横 浜 地 方 気 象 台 639 200 337 RC-1-2 838㎡

高 知 税 務 署 － 2 － 敷 地 調 査

合 計 － 202 －

（注)凡 例 … 前頁参照

（単位：百万円）

年 割 額
１８年度国庫

事 項 債 務 負 担 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
行 為 限 度 額 以 降

一 般 会 計

官 庁 営 繕

合 同 庁 舎 1,050 300 450 300 －

施設特別整備 6,150 350 2,000 1,900 1,900

特定国有財産
整備特別会計

民間資金等活用
856 0 0 78 778特定施設整備

合 計 8,056 650 2,450 2,278 2,678

３．一 般 庁 舎

４．国庫債務負担行為内訳
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（この冊子は、再生紙を使用しています。）

 


